




































A Consideration of Local Regulations of  




















－ 1 － 
静岡県下における大規模小売店舗規制についての一考察 
 




 1.1 研究課題について 

















































                                                          
1 戦後の百貨店法の下で東京商工会議所において自主的な商業活動調整協議会が生み出されていた
ことは、以下の論文に詳しい。鈴木安昭「東京商工会議所における商業活動調整協議会の創始」、『青
山経営論集』、第 15 巻第 2･3 合併号、1980 年 























































２ 大規模小売店舗法時代の自治体規制とは  
 
  2.1 大規模小売店舗法の運用の経緯 
















































1978 年 4 月現在では表１のようになっていた。 
 
表１ 1978 年 4 月における地方自治体による規制状況 








済新聞社、1992 年、115 頁 
 
 基準面積未満の店舗による出店が盛んに行われ地方自治体が規制に乗り出すという状況
を受け 1979 年に法改正が行われ、それまで規制対象が売場面積 1500 ㎡（東京都および政
令指定都市は 3000 ㎡）であったのが、一気に 500 ㎡にまで引き下げられた。従前の 1500

















 こうした状況が大きく変化するのは、1989-1990 年の日米構造協議であった。1990 年に
は出店調整期間は 1 年半、出店抑制地域は廃止といった運用改善が図られ、1992 年には商




舗立地法には、2000 年 6 月 1 日に同法を施行すると同時に大規模小売店舗法が廃止される
旨が明記され、2000 年に廃止されたのである。3 
 
  2.2 地方自治体による独自規制の位置づけ 
  地方自治体の独自規制の根拠法としての大規模小売店舗法はこのような経緯を辿った
が、政府レベルではこうした自治体の動きにどのように対応してきたのであろうか。 




                                                          
2 日本経済新聞社編『改正大店法は小売業をこう変える』日本経済新聞社、1979 年、28-29 頁 
3 通商産業省産業政策局流通産業課編『これからの大店政策』通商産業調査会、1998 年 

























㎡または 3000 ㎡未満（1979 年以降は 500 ㎡以下）の店舗規制を横出し規制と呼ぶことが
多い。大規模小売店舗については法規制が行われていることから、地域における規制はそ
れ未満の中規模小売店舗への規制へと向かい、独自規制は様々な横出し規制をベースとし
                                                          
4 通商産業省産業政策局『大規模小売店舗法規集』通商産業調査会、1985 年、27-28 頁 
5 通商産業省商政課『90 年代の流通ビジョン』通商産業調査会、1989 年、180-181 頁 
6 通商産業省産業政策局流通産業課編『これからの大店法』通商産業調査会、1994 年 





















  3.1 静岡県における大規模店の状況 
  静岡県は、東京圏と中京・関西圏との中間にあり、県民所得が高く、工場跡地等もある
ことから大規模小売店舗の出店候補地として評価されてきたと言える。10 
                                                          







済法学会年報』通巻 34 号、1991 年、159-160 頁 
8 市橋克哉「新地方自治法と条例制定の可能性 第 5 回」『住民と自治』2001 年 4 月、72-73 頁 
9 市橋克哉「新地方自治法と条例制定の可能性 第 3 回」『住民と自治』2001 年 2 月、74 頁 
10 静岡県の県民所得は、全国の都道府県中では、1975 年度 11 位、1985 年度 5 位、1995 年度 9 位に










































新聞社、1976 年、452 頁 
 
 特に 1970 年代初頭になると、先述したように百貨店法改正の動きが国政レベルで出てき
た関係で、ミニスーパーとでも言うべき中規模店舗の出店も 1971 年頃から盛んに行われる
ようになっており、1970 年代半ばには年間 20-30 店舗の出店が行われるようになっていた。 
 
表３ 1976 年 6 月 30 日現在の出店数（静岡県商工部調べ） 







出典：『静岡県議会議事録』1976 年 12 月 8 日、33 頁より筆者作成 
 
  3.2 「静岡方式」とは 
  大規模小売店舗の出店は、静岡県内に大きな衝撃をもたらした。静岡市や浜松市は長期
にわたる出店を巡る紛争が続いた。特に、静岡市は、大規模店の出店だけでなく、静岡市
                                                                                                                                                                
位置づけられる。「データで見る地域」『日経グローカル』128 号、2009 年 7 月 20 日 57 頁 
－ 11 － 
の要綱等の厳しさもあり、「静岡方式」という呼称も付けられるようになった。簡単に静岡
市での出店紛争を振り返っておきたい。11 








 1979 年 8 月にイトーヨーカ堂の申請書が受理され、1979 年 10 月から商業活動調整協議
会が開催されるが審議は進まず、1981 年 9 月に委員の任期が切れ、後任委員の手当ができ
ず、商業活動調整協議会は活動停止に追い込まれる。この時期の 1982 年から 83 年にかけ
て、静岡商工会議所は全国の商工会議所にあてて「出店凍結している商工会議所」を調査
しており、出店凍結宣言を出すことも考慮していたことが窺える。 
  商業活動調整協議会が再開されたのは、1984 年 4 月になってからであり、6 月に一時協





られる等したが、手続きは進んでおり、1986 年 5 月にイトーヨーカ堂は 5000 ㎡で出店し
たのである（現在は 13,686 ㎡）。 
  イトーヨーカ堂問題は解決したものの、その後も商業活動調整協議会は審議が難航する
こととなる。また 1988 年 4 月にローソンが静岡市大規模小売店舗出店指導要綱の手続き完
                                                          
11 静岡市の大規模店出店を巡る紛争を取り扱った文献は多く、本論では主として次の資料を参考と
した。西貝勝己「消費者と商業者の間で」『新聞研究』1990 年 6 月号、51-54 頁、杉岡碩夫「大型店
の進出阻止に動く商人の論理」『エコノミスト』1981 年 6 月 30 日 46-47 頁、本間重紀「スーパー進
出と地域住民・小売業者」経済法学会『経済法』22 号、1979 年、上杉恵子「運用緩和通達に揺れる
『静岡方式』」『エコノミスト』1990 年 6 月 26 日 50 頁、「小売業 21 世紀 静岡でコンビニ出店紛争」
『日経流通新聞』1988 年 5 月 26 日、「商調協再開を正式合意 あせる静商」『日本経済新聞』1989
年 6 月 14 日 
－ 12 － 
了を待たずに 6 店舗出店し、地元商業者との紛争になってしまい、その後、コンビニエン
スストアの出店が行われなくなる。 






















４ 自治体規制の形成過程   
 
  4.1 静岡県内市町村での自主規制の展開 
  静岡県における自治体規制の先鞭を付けたのは、沼津市と考えられる。大規模小売店舗
法の施行後、その基準面積（1500 ㎡）を下回る中規模店の進出が同市内で行われるように
なった（1977 年 1 月 20 日時点で 3 店舗）。こうした状況を受けて、沼津市と沼津商工会議
－ 13 － 
所が仲介し、売場面積、休日数、営業時間等に関して、新規出店業者と既存店との間で協
定書を結ばせるようにしたという。12 ただし、沼津市の場合、中規模小売店舗出店指導要
綱を定めたのは、1984 年 5 月まで遅れることになる。 
 最初に本格的に要綱を作成したのは清水市である。こちらも同様に大規模小売店舗法の
基準面積未満の出店が相次いだ（八百半・興津店、有東坂店、スーパーエコー）ことから、




た。ところが、その後、地元商店からの批判を受け、1977 年 2 月 17 日に作成された要綱
では、規制対象店舗は店舗面積 200 ㎡以上であり、建築確認前 4 ヶ月に届け出ることとなっ
た。1977 年 4 月には、実際に出店調整に当たる審議会が発足しており、地元商業者、消費
者、学識者、出店業者という 4 者構成となった。13 
  浜松市でも東大阪市や豊中市の規制方法を研究し、1977 年 5 月に要綱を制定している。 
  焼津市では、1976 年から商業問題懇談会という地元商業者を中心とした会合が開催され
ていたが、翌 77 年 6 月に要綱が制定されることとなる。同市は、1987 年 4 月に同要綱を
改正し、市内資本、市外資本、フランチャイズチェーンと、出店業者を 3 分類し、それぞ
れ基準面積を定め規制を行うことになる。いわゆる「売場面積 1 ㎡からの規制」という点
では静岡市に続く 2 例目となる。 
  「静岡方式」としてよく知られている静岡市が独自規制（静岡市大規模小売店舗出店指




  比較的穏健な要綱が大きく姿を変えるのは、1984 年 4 月の改正以降であり、その要点 
は、大企業は 300 ㎡未満も対象とすることと、出店地周辺の小売業者にも社会的責務の規
定を設けたことである。なお本要綱でいうところの「大企業」は、資本金 1000 万円超で従
業員数 50 人超の企業、既存店に 500 ㎡以上の店舗がある者、既存店（フランチャイズチェー
                                                          
12『日本経済新聞』1977 年 1 月 20 日 
13『静岡新聞』1976 年 9 月 28 日、『日本経済新聞』1977 年 1 月 20 日、1977 年 2 月 18 日 
－ 14 － 
ンを含む）の面積の合計が 1500 ㎡を超える者、フランチャイズチェーンでフランチャイザー
が大企業に該当する者の場合、大企業の子会社・孫会社等も大企業に準じるとしている。14 









調 整 主 体 
市（市長） 町／村 市+会議所 商工会議所 商工会 














































       


























150以上  戸田村、川根町    
100以上    藤枝市  
   
※例外規定 
        規模主義 
         ・大企業は 200 ㎡以上・・・三島市、御殿場市、東伊豆町、河津町、修善寺町 
          ・中小企業は 300 ㎡以上・・・藤枝市 
        規模主義＋経営形態 
     ・大企業・フランチャイズは 1 ㎡・・・静岡市 
        属地主義 
          ・地元企業は 300 ㎡以上・・・掛川市 
        属地主義＋経営形態 
          ・市外は 150 ㎡以上、フランチャイズは 1 ㎡・・・焼津市 
        業種主義 
         ・生鮮食品は 200 ㎡以上・・・沼津市 
出典『静岡新聞』1988 年 4 月 18 日より筆者作成 
                                                          
14『日本経済新聞』1984 年 4 月 4 日 
－ 15 － 
  こうして、1988 年 4 月には、静岡県内の 21 市すべてに、町は 24 町に、村は 2 村、計 47














  こうした推測をある程度裏付けるのが、図 1 の調整主体別に見た規制を行った自治体の
地理的分布である。市と商工会議所両者による調整を行う沼津市を除けば、商工会議所・
商工会が調整主体の市町村は、東部の富士山麓では御殿場市、富士宮市、裾野市の 3 市、
伊豆半島では下田市 1 市、駿河湾沿いでは焼津市、藤枝市の 2 市に限られるが、遠州灘沿
いでは浜松市を中心として 7 市 4 町に集中している。 
  また町村部では商工会が主体となって出店調整をするとなると、商工会の負担が大きす
ぎるということで自治体が調整主体となった場合もあるものと考えられる。 
  中規模店舗規制の基準面積として 200-300 ㎡を採用している市町村が静岡県の場合 9 割
以上を占めている。一般的に言えば、大規模な都市では、大規模な商業施設が早くから建
設されていたであろうから、比較的緩やかな出店規制が行われていたのでないかという予
想が可能である。21 市の内 14 市が 300 ㎡を基準面積としていることはそれを裏付けるも 
                                                          




集』通商産業調査会、1977 年、34 頁 































※下線付き市町村名は基準面積が 300 ㎡未満の市町村であり、それ以外は基準面積が 300 ㎡以上の
市町村である。なお、craftmap（http://www.craftmap.box-i.net/ken.php）を原図として使用した。 
－ 17 － 
のであろう。 
 図 2 で示したように、基準面積ごとの地理的分布についても特徴が見られる。静岡県西
部では浜松市とその周辺の 5 市 3 町、県中部では静岡市、東部では富士山麓から伊豆半島
の付け根および東部の 8 市 4 町が 300 ㎡以上としている。逆に 300 ㎡未満を基準面積とし
ているのは、県西部では湖西市のみ、中部の掛川市から焼津市に至る 4 市 9 町、清水市と






  4.2 静岡県の立場 
  このように、静岡県全域にわたって市町村の独自規制が行われるようになっていったが、
中間自治体としての静岡県はどのような立場をとっていたのか検討したい。 
  1976 年 7 月 7 日には静岡県議会において、中村昭雄議員（明政会）によって、静岡県内










  1977 年 3 月 2 日の県議会では、赤川邦雄商工部長が、各地の商業活動調整協議会の機能
強化や広域調整の必要性の観点から、静岡県商業調整委員会といった従来より積極的な施
策に県が乗り出す可能性を指摘し、そのために翌年度予算に約 900 万円計上していると述
                                                          
17『静岡県議会議事録』1976 年 6 月 450-461 頁 
18『静岡県議会議事録』1976 年 11 月 120-121 頁 
－ 18 － 
べている。その際、県内の各市町村でのミニスーパー問題についても指導方針の原案を検
討中である旨の発言がなされている。19 
  同年 4 月 19 日に「大規模小売店舗等対策指導要綱」を静岡県が策定したとの新聞報道が
なされたが、それは以下のような内容であった。20一つは、大規模小売店舗法の規制対象面










正が終わる 5 月末を目途として制定されるとしていた。 
  ところが、県の大規模小売店舗等対策指導要綱が制定された気配はない。この理由とし
て考えられるのは、1978 年 11 月に公布された大規模小売店舗法と小売商業調整特別措置
法の改正である。21 大規模小売店舗法の改正で重要なのは、旧法では大規模小売店舗を
1500 ㎡（特別区および政令指定都市は 3000 ㎡）としており戦前の百貨店法の基準面積を
そのまま引き継いでいたのに対し、新法では基準面積を一気にかつ一律に 500 ㎡にまで引
き下げ、旧来からの大規模小売店舗を第 1 種大規模小売店舗として従来と同様に通商産業




 ただ 500 ㎡超 1500 ㎡未満の店舗については県が調整を行う必要が出てきたため、商業調
                                                          
19『静岡県議会議事録』1977 年 1･2 月 130-131 頁 
20『静岡新聞』1977 年 4 月 20 日 
21 1978 年 2 月に商業政策小委員会が大規模小売店舗法の改正案を作成しており、早い時期から基準
面積の 500 ㎡への引き下げ、都道府県知事への調整権限の委譲が構想されていたことが分かる。川
野訓志「大規模小売店舗法」石原武政・加藤司『日本の流通政策』中央経済社、2009 年、180 頁 















  4.3 その後の自治体規制 





年の改正によりその 2 年後 1993 年 5 月 31 日にその効力を失う旨が明記されるに至った。
このようにして、この規制緩和の時期に多くの市町村の要綱が廃止され、またその存在意





                                                          
22『静岡県議会議事録』1988 年 11 月 105-106 頁 








    同上 
藤枝市小売商業店舗出店指導要綱      制定 
 同要綱                 一部改正 
 同要綱                 全部改正 
 同要綱                 一部改正 
 同要綱                 廃止 
藤枝市中規模小売店舗の出店等に関する要綱 制定 
 















  こうした内容をもつ要綱であったが、1986 年の改正により、店舗面積の規定がより複雑
になっている。既存店の総売場面積が 500 ㎡を超える者や中小小売業者以外の者の系列ま
たは関連会社による 100 ㎡以上 500 ㎡以下の出店や都市計画法における商業地域（近隣商
業地域）以外の地域に出店する 300 ㎡以上 500 ㎡以下の出店が規制対象となっている。 
 
                                                          
23 藤枝市商業観光課、青嶋和徳氏の整理に基づき、筆者作成。 
－ 21 － 
また、要綱に従わない事業者に対する市長の勧告やその勧告に従わない場合のその不服従
の事実の公表といった強制力を確保する仕組みが導入されている。 









  その翌 93 年にも一部改正が行われているが、文言の修正に過ぎず、ここでは触れない。 
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